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大学設置基準の改正を受けて公的質保証に何を期待するか 
 

千葉大学名誉教授/ 
中央教育審議会大学分科会質保証システム部会臨時委員  

前田 早苗  
 

中央教育審議会大学分科会質保証システム部会による「新たな時代を見据えた質保証シ
ステムの改善・充実について（審議まとめ）」が 2023 年 3 月に公表され、これに基づき同
年 9 月に大学設置基準の大改正が行われた。設置基準の改正のポイントを確認しつつ、こ
れからの質保証のありかたについて考える。 
 
「審議まとめ」の方向性 
 「審議まとめ」は、公的な質保証システムは大学教育の多様性・先導性を向上させるため
に改善・充実されるべきとして、①学修者本位の大学教育の実現と②社会に開かれた質保証
の実現の二つの検討方針を示した。①の「学修者本位」は、これまで繰り返し言われてきた
ことだが、②の「社会に開かれた質保証」では、大学による適切で積極的な情報公表によっ
て大学自身が質保証を行うことを強調している点に特徴がある。 
 したがってその方針のもとに立てられた 4 つの視座（客観性の確保、透明性の向上、先導
性・先進性の確保（柔軟性の向上）、厳格性の担保）の中では、「先導性・先進性の確保（柔
軟性の向上）」の記述が多く、設置基準の緩和へと展開されており、公的質保証システムの
あり方についてはあまり言及されていない。 
 
大学設置基準の改正への懸念 
「審議まとめ」を受けて改正された大学設置基準で最も注目されているのが、基幹教員制

度である。「審議まとめ」は、複数の大学や学部で基幹教員となることや民間からの教員登
用によって新たな学部・学科、学位プログラムの設置を可能とすることを本旨としている。 
しかし、改正設置基準では、従来の必要専任教員数の四分の一については、当該学部の授

業を 1 年に 8 単位担当すれば基幹教員であると定義されるのみで、設置基準には改正の背
景や考え方などが反映されることはない。制度導入の意図とは異なる採用が可能である。 
単位の計算方法についても、従来の授業形態による区別が削除され、1 単位 45 時間の範

囲で大学が自由に定められることから、授業の目標への到達や授業外学修時間の確保など
を考慮せずに単位の設定が安易に行われないとも限らない。 
大学の自主的・自律的な改革を推進することは大変重要ではあるが、その一方で制度改正

の趣旨に基づいて大学改革が進行しているのかを外部から確認することが公的質保証とし
て最低限必要ではないだろうか。その意味から、認証評価の果たす役割はさらに大きくなる
のは必然である。 



質保証における各機関の役割の不明確さ 
 近年、3 つのポリシーの設定をはじめ大学には次から次へと質保証への取組が課せられて
いる。その道筋は、ほとんどが中教審答申等⇒文部科学省⇒認証評価機関⇒大学であり、大
学はただ受け入れるしかない。そして今や学習成果が質保証の中心に位置づけられようと
している。 
 しかし、その学習成果については、中教審答申「学士課程の構築に向けて」（2008 年 12
月）で、国が中心となって学習成果の評価に関わる研究開発を促進するとしていながら、そ
うした研究が行われないまま今日に至っている。ルーブリックやディプロマサプリメント
などについても、海外の取組として中教審答申等の用語解説で紹介されるのみで、それ以上
のことが組織的にはなされていない。 
日本の高等教育全体の質の向上と保証のための研究・開発はどういう組織が行うのか、公

的質保証においてその役割が明確ではないまま、質保証の仕掛けだけを提示される状況で
あり、一部の意欲的な大学や人的に余裕のある大学が工夫しながら独自の学習成果把握・測
定の取組を行っているのが実情である。こうした個々の大学の取組がそのまま質保証とし
ての社会的・国際的通用性を持つのだろうか。 
 
大学による内部質保証を支援する仕組が必要 
 認証評価受審にあたり、質保証への取組を何も実施していない大学はほとんどないだろ
う。しかし、それは認証評価で合格するためだけの形式的なものになっている大学も少なく
ないのではないだろうか。ただ義務を課すだけではなく、多様な大学がその特徴を維持しつ
つ、無理なく活用できる情報の提供、学習成果把握のためのツールの収集・開発といった、
大学を支援する仕組みが今からでも必要である。 
 そのためには、認証評価機関による連合組織（単に大学を評価するだけでなく、質向上の
ための組織）や大学団体の果たす役割は大きいのではないだろうか。そうした組織が、大学
の声を拾い上げ、高等教育政策に現場からの声を活かしていくことを願うばかりである。 
 


